




ポイント１　「技術的貢献」を研究所業務の本旨と位置づけ、かつイノベーションを推進








地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　中期目標（素案）のポイント





ポイント２　技術的ニーズの把握、業務遂行に必要な知見の集積及び重点化した調査研究の実施








ポイント３　地方独立行政法人の自律的裁量を発揮できる業務運営体制を確立








ポイント４　技術的ニーズに応える技術力の維持向上のための優秀な人材の確保と育成








＜中期目標＞


第２　府民に対して提供する・・・


１　大阪の環境と食に対する技術的貢献


（１）技術支援の実施


（２）イノベーションの推進





＜中期計画のイメージ＞


１　大阪の環境と食に対する技術的貢献


（１）技術支援の実施


　①　府に対する技術支援（緊急時対応、行政課題解決に対する技術支援、農業の担い手の育成、府に対する技術情報の提供）


　②　事業者に対する技術支援（依頼試験の実施、技術相談の対応、受託研究等共同研究の実施　など）


　③　府民に対する情報の受発信・支援（環境や食の安全・安心に対する府民の理解増進に向けた情報発信）


（２）イノベーションの推進





＜中期目標＞


第２　府民に対して提供する・・・


２　業務の効果的推進


（１）きめ細やかな技術的ニーズの把握


（２）幅広い技術的知見の集積


（３）調査研究の戦略的推進


（４）連携の強化


（５）知的財産権の取得・活用





＜中期計画のイメージ＞


２　業務の効果的推進


（１）きめ細やかな技術的ニーズの把握（府・農業者・漁業者・民間企業等との意見交換・聞き取り調査、潜在的な技術的ニーズの発見）


（２）幅広い技術的知見の集積（学会・研究会等への参画、全国の試験研究機関ネットワークの活用、知見の共有化　など）


（３）調査研究の戦略的推進


　①　調査研究の重点的実施（技術的ニーズ・研究所が有する知見等を踏まえた重点研究分野の主体的見直し等、柔軟な研究体制の整備）


　②　調査研究資金の確保（外部研究資金の獲得に向けた外部機関との連携調整支援などの部署の設置）


　③　調査研究の評価（外部評価・内部評価の実施）


（４）連携の強化（課題解決・研究成果普及を目的とした産学官連携の強化、研究機能向上を目的とした大学との連携強化、府との人事交流・頻繁な意見交換のための窓口担当部署の設置）


（５）知的財産権の取得・活用（研究所で開発した技術を基に起業も含めて実用化を図る。）





＜中期目標＞


第３　業務運営の改善及び効率化・・・


１　業務運営の改善


（１）技術的ニーズに迅速かつ効果的に対応できる業務運営の実施


２　業務運営の効率化





＜中期計画のイメージ＞


１　業務運営の改善


（１）技術的ニーズに迅速かつ効果的に対応できる業務運営の実施（トップダウンによる意思決定、業務運営）


（２）法人の裁量を発揮できる業務運営体制の確立（総合戦略機能の強化拡充、総務部門と企画部門の一元化、府との連絡調整窓口の一元化）


２　業務運営の効率化（意思決定の簡素化、アウトソーシング導入による内部定型的業務の効率化）





＜中期計画のイメージ＞


１　法人の自主的、自立的な業務運営のための改善


（３）優秀な人材の確保と効果的な人材配置


　　　府派遣職員の段階的引上げ・プロパー化、多様な雇用形態の導入（任期付研究員・非常勤職員の雇用、外部人材登用）　など


（４）法人運営に必要とする人材の育成（府・大学等との人事交流、研究連携による実地研修、職員間の技術継承　など）


（５）人事評価制度等職員へのインセンティブ（的確な人事評価制度の確立、優秀な職員への表彰制度　など）





＜中期目標＞


第３　業務運営の改善及び効率化・・・


１　業務運営の改善


（２）優秀な人材の確保と効果的な人材配置


（３）人材の育成


（４）人事評価制度の確立








